
【記入例】 

様式第１号（第７条関係） 

 

 

令和５年度愛媛県 eスポーツ機器導入支援事業費補助金交付申請書 

 

 

令和５年  月  日  

 

 

 愛媛県知事       様 

 

 

住    所 松山市一番町４丁目４番地２ 

事業主体 名 ○○事業所 

代表者職氏名 代表 愛媛 太郎   ㊞ 

 

 

 標記事業を下記のとおり実施したいので、令和４年度愛媛県 e スポーツ機器導入支

援事業費補助金交付要綱第７条の規定により、関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 交付申請額     金  １０５，０００ 円也 

２ 補助金所要額調書  別紙１のとおり 

３ 事業計画書     別紙２のとおり     

４ 収支予算書     別紙３のとおり 

５ 団体の概要が分かるもの（規約、会則、団体概要等） 

 

◆紙文書または電子メールでの提出が可能です。 

 (1)紙文書での提出は押印が必要となります。 

 (2)電子メールで提出する場合は、下記の責任者及び担当者の欄を記載いただき、メール送信の際

には、県の担当者及び県・貴団体双方の上席者を宛先として提出するようお願いします。 

本件責任者（職氏名・メールアドレス）  

担当者（職氏名・メールアドレス）  



【記入例】 
別紙１（様式第１号関係） 

 

補 助 金 所 要 額 調 書 

事業主体名：    ○○事業所       

 

事業に係る支出予定額 Ａ １８０，６００ 円 

基準額 B １４０，０００ 円 

県費補助基準額 

（A、B いずれか少ない額） 
C １４０，０００ 円 

県費補助所要額 

（C×３/４） 
D １０５，０００ 円 

 

 

 （注）  

１ C 欄には、A 欄、Ｂ欄を比較して少ない方の額を記入すること。 

２ D 欄には、１,０００円未満の端数を切り捨てた額を記入すること。 



【記入例】 
別紙２（様式第１号関係） 

事 業 計 画 書 
 

事業の目的 
eスポーツを通じて、利用者同士の交流や外部との交流の

機会を創出し、ソーシャルスキルの向上を目的に実施。 

事業の内容・スケジュール 

(1)日常的な eスポーツ活動の実施 

実施頻度：週１～２回程度 

参加人数：10名程度 

(2)eスポーツ交流会の開催 

実施日：令和４年５月 

参加者：○○事業所、施設○○ 等 計 20名程度 

・ 

・ 

購入物品 

(1)プレイステーション４ ２台 

(2)PS4用タイトル（○○・◆◆）各１個 

(3)プレイステーション４用コントローラー 

(4)プレイステ―ション５ 

 実施用途：上記(1)及び(2)にて活用予定 

実施形態 

（利用人数、利用頻度等） 

・利用人数：20名程度 

・利用頻度：年間を通じて、週２回（火・金）実施予定 

これまでの 

eスポーツの取組状況 

・県主催の eスポーツ大会に参加 

・そのほか eスポーツの取組は特になし 

申請者情報 

 

所在地 松山市○○―○○ 

代表者職・氏名 代表 愛媛 太郎 

団体の形態 

（例：就労継続支援 B型事業所、放課後等デイサービス） 
就労継続支援 B型事業所 

担当者連絡先 

 担当者職・氏名 主事 愛媛 次郎 

住所 松山市○○―○○ 

電話番号（携帯電話番号） 012-345-6789 

メールアドレス chiikisports@pref.ehime.lg.jp 



【記入例】 
別紙３（様式第１号関係） 

 

収 支 予 算 書 

 

 

１ 収入の部 

区分 予算額（円） 備考 

 

県補助金 

 

事業者負担額 

 

 

 

 

 

１０５，０００ 

 

７５，６００ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 １８０，６００  

（注）補助金、自己資金等の財源ごとに記載すること。 

 

 

２ 支出の部 

区分 予算額（円） 備考 

需用費 

（取得単価 50千円未満の場合） 

 

 

 

 

 

 

備品購入費 

（取得単価 50千円以上の場合） 

 

１３０，６００ 

 

 

 

 

 

 

 

５０，０００ 

 

 

プレイステーション４ ３台  

（＠３万円×３台） 

PS4用ソフト ２個 

１）○○ 5,600円 

２）◆◆ 5,000円 

PS４用コントローラー ６台 

（＠５千円×６台） 

 

プレイステーション５ １台 

（＠５万円×１台） 

 

計 １８０，６００  

（注）補助対象とする支出予定の科目ごとに記載すること。 

   備考欄には、必要に応じて経費の内訳を記載すること。 


